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 工業用水道施設更新・耐震・アセットマネジメント指針改正案 新旧対照表 

改正案 現 行（平成 25 年 3 月） 

第 3 編 耐震対策指針 

1 章 総則 

1.1 適用の範囲 

耐震対策指針は、工業用水道の地震対策の基本的事項を示すものである。 

 

〔解説〕 

 第 3編 耐震対策指針（以下、耐震指針）は、工業用水道の地震対策に適用するもの

であり、工業用水道施設の耐震設計における基本的事項を示している。 

工業用水道施設の耐震対策は、（公社）日本水道協会による「水道施設耐震工法指針・

解説、2022 年版（以下、水道耐震工法指針（2022 年版））」に準拠して実施されている場

合が多く、同指針を踏襲することを基本として作成している。ただし、工業用水道施設

と水道施設では重要度等の観点で異なる点があること、工業用水道としての応急対策等

を記述する必要があるため、耐震指針ではこれらを反映している。 

 

 

1.2 用語の定義 

この指針に用いる用語の定義は次のとおりとする。  

○ 要求性能 

目的及び機能に応じて、構造物に求められる性能。 

○ 限界状態 

構造物が要求性能を満足し得る限界の状態。 

○ 照査 

 構造物が要求性能を満足するかどうかを判定する行為であり、照査は応答値が限界

値を超えないことを確認する。 

○ 応答値 

地震作用による構造物の応答の値。 

○ 限界値 

要求性能の照査項目に対応して、設計地震動によって生じる部材の限界状態を定量

化した値。 

○ 動的解析 

地震時における地盤又は構造物の挙動を動力学的に解析して応答値を算定する方法

で、応答スペクトル法、時刻歴応答解析法等がある。 

○ 静的解析 

地震作用を地盤又は構造物に静的に慣性力や変位として作用させ、地盤や構造物の

第 3 編 耐震対策指針 

1 章 総則 

1.1 適用の範囲 

耐震対策指針は、工業用水道の地震対策の基本的事項を示すものである。 

 

〔解説〕 

 第 3編 耐震対策指針（以下、耐震指針）は、工業用水道の地震対策に適用するもの

であり、工業用水道施設の耐震設計における基本的事項を示している。 

工業用水道施設の耐震対策は、（社）日本水道協会による「水道施設耐震工法指針・解

説、2009 年版（以下、水道耐震工法指針」に準拠して実施されている場合が多く、同指

針を踏襲することを基本として作成している。ただし、工業用水道施設と水道施設では

重要度等の観点で異なる点があること、同指針には津波対策が述べられていないこと、

工業用水道としての応急対策等を記述する必要があるため、耐震指針ではこれらを反映

している。 

 

1.2 用語の定義 

この指針に用いる用語の定義は次のとおりとする。 

○ 耐震性能 

地震の影響を受けた工業用水道施設の地震時及び地震後の性能。 

○ 限界状態 

工業用水道施設及び各部材の耐震性能を満足し得る限界の状態。 

○ 照査 

 構造物が耐震性能を満足しているか判定を行う行為。 

○ 応答値 

地震作用による構造物の応答の値で、照査は、応答値と限界値とを比較して行う。 

○ 限界値 

耐震性能の照査項目に対応して、設計地震動によって生じる部材の状態が当該部材

の限界状態を越えないことを確認するための値。 

○ 動的解析 

地震時における地盤または構造物の挙動を動力学的に解析して、部材の応答値を算

定すること。これを用いた計算法が動的解析法であり、応答スペクトル法、時刻歴応

答解析法等がある。 

○ 静的解析 

地震動による荷重を地盤又は構造物に静的に作用させて、部材の応答値を算定する
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改正案 現 行（平成 25 年 3 月） 

応答値を算定する耐震計算法で、震度法、応答変位法等がある。また、「荷重漸増解

析」、「荷重増分法」などと言われるプッシュオーバー解析も静的解析に含まれる。 

 

2 章 耐震設計の基本方針 

2.1 地震対策の基本的考え方 

1．工業用水道は、地震等災害発生時においてもユーザー企業への供給を確保すること

が求められる。工業用水道施設の整備に当たっては、個々の施設で耐震性が高い材料

や構造を採用し、構造面での耐震化を図らなければならない。個々の施設の耐震化の

みでなく、バイパス管路等による系統の多重化、拠点分散、代替施設を整備し、シス

テムとしての耐震化を図らなければならない。また、施設に被害が生じた場合に、速

やかな対応できるように、事業継続計画（BCP）や応急復旧計画をあらかじめ策定する

必要がある。 

2．工業用水道施設は極力、良好な地盤で、地形変化が少ない場所に建設することが望

ましい。また、沿岸部に建設する場合には、津波による影響を受けない場所に建設す

ることを原則とする。 

3．工業用水道施設の耐震対策を進めるに当たっては、ユーザー企業の理解を得ること

が不可欠である。耐震対策事業の実施においては、ユーザー企業との説明会及び意見

交換会等を通じて情報提供及び意見交換を行う。 

 

〔解説〕 

１．について；沈澱池、建築物等の構造物は、原則として鋼、鉄筋コンクリート及びプ

レストレストコンクリート等、耐久性の高い材料を用いるとともに、建設地点の地盤特

性、地震危険度、構造物特性、施設重要度等を考慮し、適切に耐震設計を行う。新設管

路においては、地盤条件、施設重要度に関わらず耐震性の高い管種、すなわち可撓性に

富み、地震の作用に対して十分な強度をもつ材料を用いることを基本とする。 

「中央防災会議：防災基本計画、令和 6年 6月」では、地震に強いまちづくりにおい

て、「国〔総務省、経済産業省、国土交通省、環境省〕、地方公共団体及びライフライン

事業者は、上下水道、工業用水道、電気、ガス、石油・石油ガス、通信サービス、廃棄

物処理施設等のライフライン施設について、地震災害においては耐震性の確保、津波災

害においては耐浪性の確保、風水害においては浸水防止対策等災害に対する安全性の確

保を図るとともに、系統多重化、拠点の分散、代替施設の整備等による代替性の確保を

進めるものとする。」と定められている。 

工業用水道の地震対策としては、個々の施設に被害が発生した場合でも機能確保に努め

るために、バイパス管路等による系統の多重化、拠点分散、代替施設を整備し、システ

ムとしての耐震化を図る必要がある。さらに、施設に被害が生じた場合に備えて事業継

続計画（BCP）や応急復旧計画をあらかじめ策定する必要がある。 

こと。これを用いた計算法が静的解析法であり、震度法、応答変位法等がある。 

 

 

2 章 耐震設計の基本方針 

2.1 地震対策の基本的考え方 

1．工業用水道は、地震等災害発生時においてもユーザー企業への供給を確保すること

が求められる。工業用水道施設の整備にあたっては、個々の施設で耐震性が高い材料

や構造を採用し、構造面での耐震化を図らなければならない。個々の施設の耐震化の

みでなく、バイパス管路等による系統の多重化、拠点分散、代替施設を整備し、シス

テムとしての耐震化を図らなければならない。また、施設に被害が生じた場合に、速

やかな対応できるように、事業継続計画（BCP）や応急復旧計画をあらかじめ策定する

必要がある。 

2．工業用水道施設は極力、良好な地盤で、地形変化が少ない場所に建設することが望

ましい。また、沿岸部に建設する場合には、津波による影響を受けない場所に建設す

ることを原則とする。 

3．工業用水道施設の耐震対策を進めるにあたっては、ユーザー企業の理解を得ること

が不可欠である。耐震対策事業の実施においては、ユーザー企業との説明会及び意見

交換会等を通じて情報提供及び意見交換を行う。 

 

〔解説〕 

１．について；沈澱池、建築物等の構造物は、原則として鋼、鉄筋コンクリート及びプ

レストレストコンクリート等、耐久性の高い材料を用いるとともに、建設地点の地盤特

性、地震危険度、構造物特性、施設重要度等を考慮し、適切に耐震設計を行う。新設管

路においては、地盤条件、施設重要度に関わらず耐震性能の高い管種、すなわち可撓性

に富み、地震の作用に対して十分な強度をもつ材料を用いることを基本とする。 

「中央防災会議：防災基本計画、平成 24 年 9 月」では、地震に強いまちづくりにおい

て、「国、地方公共団体及びライフライン事業者は、上下水道、工業用水道、電気、ガ

ス、石油・石油ガス、電話等のライフライン関連施設や廃棄物処理施設の耐震性の確保

を図るとともに、系統多重化、拠点の分散、代替施設の整備等による代替性の確保を進

めるものとする。」と定められている。 

 

 

工業用水道の地震対策としては、個々の施設に被害が発生した場合でも機能確保に努め

るために、バイパス管路等による系統の多重化、拠点分散、代替施設を整備し、システ

ムとしての耐震化を図る必要がある。さらに、施設に被害が生じた場合に備えて事業継

続計画（BCP）や応急復旧計画をあらかじめ策定する必要がある。 
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２．について；過去の地震災害の例をみると、良好な地盤に設置された構造物は被害が比

較的軽微である。工業用水道施設の建設に当たっては、良好な地盤で、かつ、地形の変化

が少ない場所に建設することが望ましい。 

工業用水道施設を新設する場合には、津波による影響を受けない場所に建設することを原

則とする。やむを得ず、津波の影響を受ける場所に施設を建設する場合には、ハザードマ

ップ等の想定浸水深から津波の設計水深を設定し、適切な対策を講じる必要がある。 

 

３．について；工業用水道施設の耐震対策を進めるには、ユーザー企業の理解を得ること

が不可欠である。説明会及び意見交換会等の運営方法等については、「第 1編 総論 3

章 持続可能な工業用水道事業の実現に向けた考え方」を参考とすること。 

 

2.2 耐震設計の基本方針 

2.2.1 要求性能 

１．耐震設計において、工業用水道施設は、その用途・機能を果たすために要求され

る性能を満足する必要がある。工業用水道施設の要求性能は、以下に示す 4つの性能

とする。 

(1) 使用性 

使用性は、設定した地震作用等に対して、工業用水道施設が継続的に使用できる性能

とする。 

(2) 復旧性 

復旧性は、地震の影響等により低下した工業用水道施設の性能を早期に復旧できる性

能とする。 

(3) 安全性 

安全性は、設定した地震作用等に対して、工業用水道施設機能に重大な影響を及ぼす

ような損傷が発生しない性能。さらに、ユーザー企業や周辺の人の生命や財産を脅か

さないための性能とする。 

(4) 危機耐性 

危機耐性は、安全性で定義した事象を超えて安全性が損なわれた場合に、工業用水道

施設が危機的な状況に至る可能性を小さくする性能とする。 

 

〔解説〕 

 工業用水道施設の耐震設計では地震力に対して備えるべき要件を満足する必要があ

り、本指針ではその要件の技術的解釈を要求性能として規定している。 

 本指針では、使用性、復旧性、安全性及び危機耐性について、要求性能を設定した。 

 危機耐性の概念は図 2.1 に示すとおりであり、近年の災害では工業用水道施設におい

ても、要求性能の安全性で定義した事象を超える地震動や風水害を伴う複合災害などに

より甚大な被害が発生していることから、危機耐性を要求性能として設定した。危機耐

 

２．について ；過去の地震災害の例をみると、良好な地盤に設置された構造物は被害が比

較的軽微である。工業用水道施設の建設に当たっては、良好な地盤で、かつ、地形の変化

が少ない場所に建設することが望ましい。 

工業用水道施設を新設する場合には、津波による影響を受けない場所に建設することを

原則とする。やむを得ず、津波の影響を受ける場所に施設を建設する場合には、ハザード

マップ等の想定浸水深から津波の設計水深を設定し、適切な対策を講じる必要がある。 

 

３．について；工業用水道施設の耐震対策を進めるには、ユーザー企業の理解を得ること

が不可欠である。説明会及び意見交換会等の運営方法等については、「第 1 編総論 3 章

事業実施における留意点」を参考とすること。 

 

2.2 耐震設計の基本方針 
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性の詳細については、水道耐震工法指針（2022 年版）本編 3.1.8 危機耐性で示してい

る。 

事象 
設計で設定する地震動、津波、風水害 要求性能の安全性で定義 

した事象を超える事象※ レベル 1 レベル 2 
    

施設の対応 
従来の耐震設計や浸水対策で 

安全性、復旧性や使用性を確保 
危機耐性による対応 

※要求性能の安全性で定義した事象を超える事象の例 

✓ 安全性の照査で設定した設計地震動を超える地震動 

✓ 想定浸水深を超える津波・洪水 

✓ 地震と風水害の複合災害 

✓ 解析モデルの想定を超える挙動による被害   等 

水道耐震工法指針（2022 年版）本編 図-3.1.1、p.21 より転載 

図 2.1 危機耐性の概念 

2.2.2 工業用水道施設の重要度の区分 

工業用水道施設の重要度は、表 2.1 の区分を基本とする。 

 

表 2.1 工業用水道施設の重要度の区分 

工業用水道施設の 

重要度の区分 
対象となる工業用水道施設 

ランク A1 の工業用水

道施設 

重要な工業用水道施設のうち、ランク A2 以外の施設 

ランク A2 の工業用水

道施設 

重要施設（取水施設、貯水施設、導水施設、浄水施設、送

水施設及び配水施設）のうち、次の 1)及び 2)のいずれに

も該当する工業用水道施設 

1)代替施設がある工業用水道施設 

2)破損した場合に重大な二次被害を生ずるおそれが低い工

業用水道施設 

ランク Bの工業用水道

施設 

ランク A1、ランク A2 以外の工業用水道施設 

水道耐震工法指針（2022 年版）本編 表-3.1.1、p.22 に加筆 

 

〔解説〕 

 工業用水道施設の重要度は、工業用水道システムの視点とユーザー企業の工業用水道

の要求水準から判断することが肝要である。工業用水道施設の重要度の設定は、表 2.1

の記述を基本にするが、各工業用水道事業者がユーザー企業の要求水準・水利用実態、

事業特性等の事情を勘案し、重要度を独自に設定することができる。なお、重要度の区

分の具体例については、「第 1編 総論 2 章 施設重要度の設定」を参照すること。 
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2.2.3 耐震設計の原則 

１．工業用水道施設の耐震設計では、以下の 2段階のレベルの設計地震動を考慮す

る。 

1)レベル 1地震動 

当該施設の設置地点において発生するものと想定される地震動のうち、当該施設の供

用期間中に発生する可能性の高いものであり、原則として使用性の照査に使用する。 

2)レベル 2地震動 

当該施設の設置地点において発生すると想定される地震動のうち、最大規模の強さを

有するものであり、復旧性、安全性の照査に使用する。 

 

２．工業用水道施設の重要度は、ランク A1、ランク A2 及びランク Bの３種類に区分

する。 

 

３．工業用水道施設の要求性能に対する限界状態は、以下のとおりとする。 

1)限界状態 1 

 使用性を満たす最低の限界状態であり、水密性及び工業用水道施設としての機能が

損なわれていない限界の状態である。 

2)限界状態 2 

復旧性を満たす最低の限界状態であり、局所的にわずかに水密性が損なわれ、部分

的に工業用水道施設としての機能の低下が生じるが、速やかに機能回復できる限界の

状態である。 

3)限界状態 3 

安全性を満たす最低の限界状態であり、人命、周辺施設などに重大な影響を及ぼさ

ず、機能の早期回復が可能な限界の状態である。 

 

４．工業用水道施設は、重要度の区分に応じて求められる要求性能ごとに設計地震動

と限界状態を設定して耐震設計を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔解説〕 

 

2.2.1 耐震設計の原則 

１．工業用水道施設の耐震設計では、以下の 2段階のレベルの設計地震動を考慮す

る。 

1)レベル 1 地震動 

当該施設の設置地点において発生するものと想定される地震動のうち、当該施設の供

用期間中に発生する可能性の高いもの 

2)レベル 2 地震動 

当該施設の設置地点において発生すると想定される地震動のうち、最大規模の強さを

有するもの 

 

２．工業用水道施設の重要度は、ランク A1、ランク A2 及びランク Bの３種類に区分

する。 

 

３．工業用水道施設の耐震性能は、以下のとおりとする。 

1)耐震性能 1 

 地震によって健全な機能を損なわない性能 

 

2)耐震性能 2 

地震によって生じる損傷が軽微であって、地震後に必要とする修復が軽微なものに

とどまり、機能に重大な影響を及ぼさない性能 

 

3)耐震性能 3 

地震によって生じる損傷が軽微であって、地震後に修復を必要とするが、機能に重

大な影響を及ぼさない性能 

 

４．工業用水道施設は、重要度のランクと設計地震動のレベルに応じて、以下のよう

に耐震設計を行う。 

1)ランク A1 の工業用水道施設は、レベル 1地震動に対しては耐震性能 1を、また、レ

ベル 2地震動に対しては耐震性能 2を確保するように設計するものとする。 

 

2)ランク A2 の工業用水道施設は、レベル 1地震動に対しては原則として耐震性能 2

を、また、レベル 2地震動に対しては耐震性能 3を確保するように設計するものとす

る。 

3)ランク B の工業用水道施設は、レベル 1地震動に対して原則として耐震性能 2を確

保するように設計するものとする。 

 

〔解説〕 

 



6 

 

改正案 現 行（平成 25 年 3 月） 

（略） 

 

３．について；工業用水道施設が備えるべき要求性能を照査するに当たって設定する限

界状態は、使用性、復旧性、安全性の要求性能に合わせて、限界状態１、限界状態２及

び限界状態３の３段階に区分する。 

なお、要求性能の危機耐性についての限界状態は定めない。危機耐性については「水道

耐震工法指針（2022 年版）本編 3.1.8 危機耐性」により考慮する。 

 

 

 

 

 

 

４．について；工業用水道施設は、表 2.2 及び表 2.3 に示すように、重要度の区分に応

じて要求性能ごとに設計地震動と限界状態を設定して耐震設計を行うものとした。 

例えば、ランク A1 の工業用水道施設の場合、使用性の確保においてはレベル１地震動に

対して限界状態１で照査を行い、復旧性の確保においてはレベル２地震動に対して限界

状態２で照査を行う。なお、レベル 2地震動に対する復旧性の保持により、安全性も確

保される。 

 

 

 水道施設では、重要施設（ランク A1、ランク A2）におけるレベル１地震動における使

用性は限界状態１を確保するものとしており、重要度が異なるランク A1、ランク A2 で

同じ性能としている。しかし、性能設計では、施設の重要度に応じて適切な要求性能を

確保することが基本であるため、工業用水道施設のランク A2 の構造物・管路では、レベ

ル１地震動において復旧性を確保することを原則とする。ただし、地震後に速やかな復

旧が困難なランク A2 の施設の場合には、使用性を確保するものとする。 

なお、水道と工業用水道を共用している施設においては、水道施設の規定（水道耐震工

法指針（2022 年版））の要求性能に対する限界状態を採用することを基本とする。ま

た、システムとして施設機能を確保する場合には、最も重要度の高い施設に合わせて要

求性能に対する限界状態を設定しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 

３．について；工業用水道施設が備えるべき耐震性能は、耐震性能１、耐震性能２及び

耐震性能３の三段階に区分する。 

耐震性能１は、「健全な機能を損なわない性能」と定義した。これは、水密性を確保し、

地震発生直後においても機能回復のための修復を必要としない性能とする。耐震性能２

の「必要とする修復が軽微なものにとどまり」とは、ひびわれの修復等、原状回復のた

めに軽微な修復を必要とすることを言い、耐震性能３の「修復を必要とする」とは、構

造的な損傷が一部にあり、機能回復のために断面修復等を必要とすることを言う。耐震

性能２と耐震性能３では、修復に要する費用や復旧期間に違いがある。耐震性能３は、

地震によって損傷が生じ、一時的に施設機能に影響するが、地震後に修復が可能な性能

とする。 

 

４．について；工業用水道施設は、工業用水道施設の重要度と設計地震動のレベルに応

じて、耐震性能１～３を確保するように耐震設計するものとした。レベル１地震動及び

レベル２地震動に対して重要度の区分別に、構造物が保持すべき耐震性能を整理すると

それぞれ表 2.1、表 2.2 のようになる。 

 工業用水道施設の構造物の耐震設計にあたっては、表 2.1、表 2.2 に示す区分ごとの

耐震性能を保持するものとする。ただし、管路（水管橋を含む）については、漏水発生

の有無で耐震性能が規定されるため、保持すべき性能は、耐震性能２までとする（表 

2.3、表 2.4 参照）。 

 水道施設では、重要施設（ランク A1、ランク A2）におけるレベル１地震動における耐

震性能は耐震性能１を確保するものとしており、重要度が異なるランク A1、ランク A2

で同じ性能としている。しかし、性能設計では、施設の重要度に応じて適切な耐震性能

を確保することが基本であるため、工業用水道施設のランク A2 の構造物・管路では、レ

ベル１地震動に対して耐震性能２を確保することを原則とする。ただし、地震後に速や

かな復旧が困難なランク A2 の施設の場合には、耐震性能１を確保するものとする。 

なお、水道と工業用水道を共用している施設においては、水道施設の規定（水道施設耐

震工法指針・解説）の耐震性能を採用することを基本とする。また、システムとして施

設機能を確保する場合には、最も重要度の高い施設に合わせて耐震性能を設定しなけれ

ばならない。 
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改正案 現 行（平成 25 年 3 月） 

表 2.2 重要度の区分別の要求性能に対する照査に用いる設計地震動と限界状態 

（構造物） 

重要度の 

区分 
要求性能 

設計地震動 限界状態 

レベル 1 

地震動 

レベル 2 

地震動 
限界状態 1 限界状態 2 限界状態 3 

ランク A1

の 

工業用水道

施設 

使用性 ○ － ○ － － 

復旧性 － ○ － ○ － 

安全性 － ○ － － ○ 

危機耐性 水道耐震工法指針（2022 年版）3.1.8 危機耐性により考慮する 

ランク A2

の工業用水

道施設 

使用性 △ － △ － － 

復旧性 ○ － － ○ － 

安全性 － ○ － － ○ 

危機耐性 水道耐震工法指針（2022 年版）3.1.8 危機耐性により考慮する 

ランク Bの

工業用水道

施設 

使用性 － － － － － 

復旧性 ○ － － ○ － 

安全性 ○ － － － ○ 

危機耐性 水道耐震工法指針（2022 年版）3.1.8 危機耐性により考慮する 

・ランク A1 の施設では、レベル 2地震動に対する復旧性の保持により、安全性が確保される。 

・ランク A2 の施設では、地震後に速やかな修復が図れない施設等に対してはレベル 1地震動におい

て使用性を確保する。 

・ランク Bの施設では、使用性に対する要求性能の確保を求めない。 

・ランク Bの施設では、レベル 1地震動に対して復旧性に対する要求性能の確保を基本とする。復旧

性の保持により、安全性が確保される。 

・ランク Bの施設のうち、構造的な損傷が一部あるが断面補修等によって機能回復が図れる施設は、

レベル 1地震動に対して安全性に対する要求性能のみを確保する。 

・危機耐性のみを考慮する施設においても、工業用水道事業法「工業用水道施設の構造及び材質は、

水圧、土圧、地震力その他の荷重に対して充分な耐力を有し、かつ、漏水し、又は汚水が混入するお

それがないものでなければならない。」との規定を満たすものとすること。 

 

水道耐震工法指針（2022 年版）本編 表-3.1.3、p.24 を工業用水道施設の特徴を踏まえ修正 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.1 施設重要度別の保持すべき構造物の耐震性能（レベル 1地震動） 

重要度の区分 耐震性能 1 耐震性能 2 耐震性能 3 

ランク A1の工業用水道施設 ○ － － 

ランク A2の工業用水道施設 △※1 ○ － 

ランク Bの工業用水道施設 － ○ △※2 

△について； 

※1 ランク A2の工業用水道施設のうち、地震後に速やかな修復が図れない施設等に適用 

※2ランクＢの工業用水道施設のうち、構造的な損傷が一部あるが、断面修復等によって機能回復が

図れる施設に適用 

 

表 2.2 施設重要度別の保持すべき構造物の耐震性能（レベル 2地震動） 

重要度の区分 耐震性能 1 耐震性能 2 耐震性能 3 

ランク A1の工業用水道施設 － ○ － 

ランク A2の工業用水道施設 － － ○ 

ランク Bの工業用水道施設 － － ※ 

※：ここでは保持すべき耐震性能は規定しないが、工業用水道事業法では、「工業用水道施設の構造

及び材質は、水圧、土圧、地震力その他の荷重に対して充分な耐力を有し、かつ、漏水し、又は汚水

が混入するおそれがないものでなければならない。」と規定している。 
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改正案 現 行（平成 25 年 3 月） 

表 2.3 重要度の区分別の要求性能に対する照査に用いる設計地震動と限界状態 

（管路） 

重要度の区

分 
要求性能 

設計地震動 限界状態 

レベル 1 

地震動 

レベル 2 

地震動 
限界状態 1 限界状態 2 限界状態 3 

ランク A1

の 

工業用水道

施設 

使用性 ○ － ○ － － 

復旧性 － ○ － ○ － 

安全性 － － － － － 

危機耐性 水道耐震工法指針（2022 年版）3.1.8 危機耐性により考慮する 

ランク A2

の工業用水

道施設 

使用性 △ － △ － － 

復旧性 ○ ○ － ○ － 

安全性 － － － － － 

危機耐性 水道耐震工法指針（2022 年版）3.1.8 危機耐性により考慮する 

ランク Bの

工業用水道

施設 

使用性 － － － － － 

復旧性 ○ － － ○ － 

安全性 － － － － － 

危機耐性 水道耐震工法指針（2022 年版）3.1.8 危機耐性により考慮する 

・ランク A2 の施設では、地震後に速やかな修復が図れない施設等に対してはレベル 1地震動におい

て使用性を確保する。 

・ランク Bの施設では、使用性に対する要求性能の確保を求めない。 

・復旧性の保持により安全性が確保されるが、管路の損傷は漏水を認めておらず、限界状態 3を適用

しないため、表中では安全性の設計地震動を示さない。ランク A2 のレベル 2地震動に対する照査、

ランク Bのレベル１地震動に対する照査では、復旧性を確保する。 

・危機耐性のみを考慮する施設においても、工業用水道事業法「工業用水道施設の構造及び材質は、

水圧、土圧、地震力その他の荷重に対して充分な耐力を有し、かつ、漏水し、又は汚水が混入するお

それがないものでなければならない。」との規定を満たすものとすること。 

 

水道耐震工法指針（2022 年版）本編 表-3.1.3、p.24 を工業用水道施設の特徴を踏まえ修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.3 施設重要度別の保持すべき管路の耐震性能（レベル 1地震動） 

重要度の区分 耐震性能 1 耐震性能 2 耐震性能 3 

ランク A1の工業用水道施設 ○ － － 

ランク A2の工業用水道施設 △※1 ○ － 

ランク Bの工業用水道施設 － ○ － 

※1 ランク A2の工業用水道施設のうち、地震後に速やかな修復が図れない施設等に適用 

 

表 2.4 施設重要度別の保持すべき管路の耐震性能（レベル 2地震動） 

重要度の区分 耐震性能 1 耐震性能 2 耐震性能 3 

ランク A1の工業用水道施設 － ○ － 

ランク A2の工業用水道施設 － ○ － 

ランク Bの工業用水道施設 － － ※ 

※：ここでは保持すべき耐震性能は規定しないが、工業用水道事業法では、「工業用水道施設の構造

及び材質は、水圧、土圧、地震力その他の荷重に対して充分な耐力を有し、かつ、漏水し、又は汚水

が混入するおそれがないものでなければならない。」と規定している。 

 

水道耐震工法指針総論 表-2.1.1、表-2.1.2、p.29 に加筆 
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改正案 現 行（平成 25 年 3 月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2.2 工業用水道施設の重要度の区分 

工業用水道施設の重要度は、表 2.5 の区分を基本とする。 

 

表 2.5 工業用水道施設の重要度の区分 

工業用水道施設の 

重要度の区分 
対象となる工業用水道施設 

ランク A1 の工業用水

道施設 

重要な工業用水道施設のうち、ランク A2 以外の施設 

ランク A2 の工業用水

道施設 

重要施設（取水施設、貯水施設、導水施設、浄水施設、送

水施設及び配水施設）のうち、次の 1)及び 2)のいずれにも

該当する工業用水道施設 

1)代替施設がある工業用水道施設 

2)破損した場合に重大な二次被害を生ずるおそれが低い工

業用水道施設 

ランク B の工業用水

道施設 

ランク A1、ランク A2 以外の工業用水道施設 

水道耐震工法指針総論 表-2.3.3、p.30 に加筆 

 

〔解説〕 

 工業用水道施設の重要度は、工業用水道システムの視点とユーザー企業の工業用水道

の要求水準から判断することが肝要である。工業用水道施設の重要度の設定は、「2.2.2

工業用水道施設の重要度の区分」の記述を基本にするが、各工業用水道事業者がユーザ

ー企業の要求水準・水利用実態、事業特性等の事情を勘案し、重要度を独自に設定する

ことができる。なお、重要度の区分の具体例については、「第 1編 総論 2 章 施設重

要度の設定」を参照すること。 
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改正案 現 行（平成 25 年 3 月） 

2.2.4 耐震設計の手順 

工業用水道施設の耐震設計は、次の手順に従って行うことを基本とする。 

1) 建設地点の選定 

2) 工業用水道施設の重要度に応じた要求性能の設定 

3) 建設地点における地盤調査 

4) 構造形式の選定、施設諸元の決定 

5) 耐震計算 

6) 要求性能が確保されているかの照査（以下「性能の照査」） 

 

〔解説〕 

 図 2.2 に、耐震設計（新設）のフロー図を示す。経済性照査とは、新設又は補強に要

する費用と地震被害時の復旧費用や社会的損失コストの和が最小となる様な断面設計を

求める手法である。工業用水道は、地震被害による社会的損失が大きいライフラインで

あるため、より合理的な耐震化を図る場合には、新設・既設の耐震設計において経済性

照査を適用してもよい。 

図 2.3 に、耐震設計（既設）のフロー図を示す。既設の耐震設計では、常時における

健全度照査を踏まえて耐震診断を行う。その結果、補強対策等が必要と判断された場合

には、対策案検討及び耐震補強設計を行い、耐震化対策を実施する。 

 

2.2.3 耐震設計の手順 

工業用水道施設の耐震設計は基本的に次の手順に従って行うことを基本とする。 

1) 建設地点の選定 

2) 工業用水道施設の重要度に応じた耐震性能の設定 

3) 建設地点における地盤調査 

4) 構造形式の選定、施設諸元の決定 

5) 耐震計算 

6) 耐震性能の照査 

 

〔解説〕 

 図 2.1 に、耐震設計（新設）のフロー図を示す。経済性照査とは、新設または補強に

要する費用と地震被害時の復旧費用や社会的損失コストの和が最小となる様な断面設計

を求める手法である。工業用水道は、地震被害による社会的損失が大きいライフライン

であるため、より合理的な耐震化を図る場合には、新設・既設の耐震設計において経済

性照査を適用してもよい。 

図 2.2 に、耐震設計（既設）のフロー図を示す。既設の耐震設計では、常時における健

全度照査を踏まえて耐震診断を行う。その結果、補強対策等が必要と判断された場合に

は、対策案検討および耐震補強設計を行い、耐震化対策を実施する。 
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改正案 現 行（平成 25 年 3 月） 

 

水道耐震工法指針（2022 年版）本編 図-3.1.2、p.26 に加筆 

図 2.2 耐震設計のフロー（新設） 

 

 

 

 

水道耐震工法指針総論 図-2.3.1、p.33 に加筆 

図 2.1 耐震設計のフロー（新設） 
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改正案 現 行（平成 25 年 3 月） 

 

図 2.3 耐震設計のフロー（既設） 

 

 

図 2.2 耐震設計のフロー（既設） 
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改正案 現 行（平成 25 年 3 月） 

2.2.5 耐震設計で考慮すべき地震の影響 

工業用水道施設の耐震設計に当たっては、以下に示す地震の影響を考慮するものとす

る。 

1. 地震動の影響（地震作用） 

2. 液面揺動（スロッシング）現象の影響 

3. 地盤の液状化及び側方流動の影響 

4. 斜面におけるすべり等の影響 

5. 断層変位の影響 

6. 津波の影響 

 

〔解説〕 

１．について；地震動の影響による動的作用には様々なものがある。地震作用には、構

造物の自重に起因するものだけでなく、周辺地盤、貯留水によるもの等があるため、耐

震設計ではこれらの影響を適切に評価できる解析モデルを用いる。さらに、構造物と地

盤との動的相互作用が構造物の応答に及ぼす影響には、留意が必要である。動的解析に

おいては、構造物を適切にモデル化することにより、これらの地震作用を考慮すること

ができるが、静的解析では構造物の形状・形式、設置条件に応じて、次に示す地震作用

を組み合わせる必要がある。 

① 構造物の自重等に起因する慣性力 

② 地震時土圧 

③ 地震時動水圧 

④ 地震時地盤変位、地盤ひずみ 

 

２．について；液面揺動（スロッシング）現象が構造物に与える影響は、構造物の振動

特性、内容水の周期等を考慮して定める。 

 

３．について；地震時に液状化が発生しやすい地盤での構造物の設計に当たっては、液

状化した地盤が荷重として地下構造物に作用する影響を考慮する。 

 

４．について；造成地などの人工改変地盤で傾斜している場合や、急傾斜地において

は、地震時に発生するすべり等による影響を考慮する。 

 

５．について；地震により地表面に食い違い（地震断層）が発生することがあるため、

工業用水道施設の建設地点の選定においては、活断層を避けて選定することを原則とす

る。ただし、管路等の線状構造物は水理的・地理的条件により、活断層を横断して布設

することがあるため、その場合には想定される断層変位に対応可能な変形性能の確保

や、バックアップルートの確保等の対策を講じる。 

 

2.2.4 耐震設計で考慮すべき地震の影響 

工業用水道施設の耐震設計に当たっては、以下に示す地震の影響を考慮するものと

する。 

1. 断層変位の影響 

2. 地震動の影響（地震作用） 

3. 液面揺動の影響 

4. 地盤の液状化及び側方流動の影響 

5. 斜面における滑り等の影響 

6. 津波による影響 

 

〔解説〕 

１．について；地震により地表面に食い違い（地震断層）が発生することがあるため、

工業用水道施設の建設地点の選定においては、活断層を避けて選定することを原則とす

る。ただし、管路等の線状構造物は水理的・地理的条件により、活断層を横断して布設

することがあるため、その場合には想定される断層変位に対応可能な変形性能の確保

や、バックアップルートの確保等の対策を講じる。 

 

２．について；地震動の影響による動的作用には様々なものがある。地震作用には、構

造物の自重に起因するものだけでなく、周辺地盤、貯留水によるもの等があるため、耐

震設計ではこれらの影響を適切に評価できる解析モデルを用いる。さらに、構造物と地

盤との動的相互作用が構造物の応答に及ぼす影響には、留意が必要である。動的解析に

おいては、構造物を適切にモデル化することにより、これらの地震作用を考慮すること

ができるが、静的解析では構造物の形状・形式、設置条件に応じて、次に示す地震作用

を組み合わせる必要がある。 

① 構造物の自重等に起因する慣性力 

② 地震時土圧 

③ 地震時動水圧 

④ 地震時地盤変位、地盤ひずみ 

 

３．について；液面揺動が構造物に与える影響は、構造物の振動特性、内容水の周期等

を考慮して定める。 

 

４．について；地震時に液状化が発生しやすい地盤での構造物の設計に当たっては、液

状化した地盤が荷重として地下構造物に作用する影響を考慮する。 

 

５．について；造成地などの人工改変地盤で傾斜している場合や、急傾斜地において

は、地震時に発生する滑り等による影響を考慮する。 
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改正案 現 行（平成 25 年 3 月） 

６．について；東日本大震災において、工業用水道施設は津波により被害が生じてい

る。工業用水道施設を新設する場合には、津波による影響を受けない場所に建設するこ

とを原則とする。ただし、沿岸部に位置し、津波による浸水が予測される施設について

は、津波波力、津波による浮力や洗掘等の影響を踏まえ、躯体の構造設計や開口の閉

塞、防水扉の設置等の対策を考慮する。安全性の照査で想定する津波に対しては、国土

交通省等が定める設計方法を参考とすることを基本とし、それを超える津波に対しては

危機耐性による対応とする。 

 

2.2.6 対象構造物ごとの関連基準類 

 工業用水道施設の設計・施工に当たって、関係法令に定めのある事項については、

これによらなければならない。また、国土交通省、（公社）土木学会、（公社）日本水

道協会等の技術基準で関連する事項については、必要に応じてこれによることが望ま

しい。 

 

〔解説〕 

 工業用水道施設の設計・施工に当たっては、工業用水道事業法、建築基準法をはじ

め、関係する法令は多い。これら法令に定めてある事項については、遵守しなければな

らない。 

池状構造物、管路等の主な工業用水道施設の耐震設計において、耐震指針に定めが無

い事項については、「水道耐震工法指針（2022 年版）」に準拠することを基本とする。ま

た、国土交通省等の各種技術基準をはじめ、（公社）土木学会、（一社）日本建築学会等

の関係する学会、協会の技術基準、示方書は必要に応じて適宜、適切に参考にする。 

 

 

 

なお、関連基準類は設計時における最新版を用いるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．について；東日本大震災において、工業用水道施設は津波により被害が生じてい

る。沿岸部に位置し、津波による浸水が予測される施設については、津波波力、津波に

よる浮力や洗掘等の影響を考慮する。 

 

 

 

 

 

2.2.5 対象構造物ごとの関連基準類 

工業用水道施設の設計・施工に当たって、関係法令に定めのある事項については、

これによらなければならない。また、国土交通省、土木学会、日本水道協会等の技術

基準で関連する事項については、必要に応じてこれによることが望ましい。 

 

 

〔解説〕 

 工業用水道施設の設計・施工に当たっては、工業用水道事業法、建築基準法をはじ

め、関係する法令は多い。これら法令に定めてある事項については、遵守しなければな

らない。 

池状構造物、管路等の主な工業用水道施設の耐震設計において、耐震指針に定めが無い

事項については、「水道施設耐震工法指針・解説（2009 年、日本水道協会）」に準拠する

ことを基本とする。また、国土交通省等の各種技術基準をはじめ、土木学会、日本建築

学会等の関係する学会、協会の技術基準、示方書は必要に応じて適宜、適切に参考にす

る（表 2.6 参照）。 

ただし、工業用水道施設に水密性の機能を特に考慮する必要がある場合には、耐震指針

に準拠して、その必要な機能を満足しなければならない。 

なお、関連基準類は設計時における最新版を用いるものとする。 
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表 2.6 工業用水道施設の耐震設計の関連基準 

 

水道耐震工法指針総論 表-2.3.6、p.35 に加筆 

※管路、水槽類、建築物は水道施設耐震工法指針・解説（平成 21 年、日本水道協会）が基本となる。 

 

構造物等 関  連  基  準  等 

ダ    ム 

・河川砂防技術基準（昭和 60年、国土交通省） 
・河川管理施設等構造令（平成 12 年６月７日、政令第 312号） 
・大規模地震に対するダム耐震性能照査指針（案）・同解説（平成 17 年、国土交通省） 
・河川構造物の耐震性能照査指針（案）・同解説（平成 19年、国土交通省） 

取
水
施
設 

取 水 堰 
・水門開閉装置技術基準（昭和 48 年、建設省） 
・樋門、樋管設計指針（案）（昭和 48 年、建設省） 
・河川構造物電気設備計画指針（昭和 51 年、建設電気技術協会） 
・河川砂防技術基準（昭和 60年、建設省） 
・ダム・堰施設技術基準（案）（平成 11 年、ダム・堰技術協会） 
・河川管理施設等構造令（平成 12 年６月７日、政令第 312号） 
・大規模地震に対するダム耐震性能照査指針（案）・同解説（平成 17 年、国土交通省） 
・水門鉄管技術基準（平成 19年、水門鉄管協会） 
・河川構造物の耐震性能照査指針（案）・同解説（平成 19年、国土交通省） 

取 水 門 

取 水 塔 

取 水 管 
集水埋渠 

導
送
配
水
管
路 

開   渠 
暗   渠 

・沈埋トンネル耐震設計指針（案）（昭和 53 年、土木学会） 
・トンネル標準示方書開削工法・同解説（平成 18 年、土木学会） 

導・送・配
水トンネル 

・トンネル標準示方書山岳工法・同解説（平成 18 年、土木学会） 
・トンネル標準示方書シールド工法・同解説（平成 18 年、土木学会） 

水 路 橋 
水 管 橋 

・水管橋設計基準（平成 11 年、日本水道鋼管協会） 
・道路橋示方書・同解説（平成 14 年、日本道路協会） 
・水門鉄管技術基準（平成 19年、水門鉄管協会） 
・水管橋設計基準（耐震設計編）（平成 19 年、日本水道鋼管協会） 

埋設管路 
・地下埋設管路耐震継手の技術基準（案）（昭和 52 年、国土開発技術研究センター） 
・水道用埋設鋼管路耐震設計基準（平成 18 年、日本水道鋼管協会） 

管路付属 
設備 

・水門鉄管技術基準（平成 19年、水門鉄管協会） 

シールド・ 
立坑等 

・共同溝設計指針（昭和 61 年、日本道路協会） 
・駐車場設計・施工指針同解説（平成４年、日本道路協会） 
・トンネル標準示方書シールド工法・同解説（平成８年、土木学会） 
・トンネル標準示方書開削工法・同解説（平成８年、土木学会） 
・鉄道構造物等設計基準・同解説 耐震設計（平成 24 年、鉄道総合技術研究所） 
・道路橋示方書・同解説 IV 下部構造編（平成 14 年、日本道路協会） 
・道路橋示方書・同解説Ｖ耐震設計編（平成 14 年、日本道路協会） 
・下水道施設の耐震対策指針と解説（平成 18 年、日本下水道協会） 
・コンクリート標準示方書設計編（平成 20 年、土木学会） 

水
槽
類 

池状構造物 

・JIS B 8501 鋼製石油貯槽の構造（全溶接製）（平成７年、日本規格協会） 
・鋼製配水池設計指針（平成９年、日本水道鋼管協会） 
・水道用プレストレストコンクリートタンク設計施工指針・解説（平成 10 年、日本水道協会） 
・道路土工-仮設構造物工指針／のり面工・斜面安定工指針／擁壁工指針 

（平成 11 年、日本道路協会） 
・建築基礎構造設計指針（平成 13 年、日本建築学会） 
・ＬＮＧ地卜式貯槽指針（平成 14 年、日本ガス協会） 
・コンクリート標準示方書設計編（平成 20 年、土木学会） 
・容器構造設計指針・同解説（平成８年、日本建築学会） 
・鋼・合成構造標準示方書（平成 20 年、土木学会） 

配水塔 
高架水槽 

・容器構造設計指針・同解説（平成８年、日本建築学会） 
・建築基準法（昭和 25年 5月 24 日法律第 201 号） 
・建築基準法施行令（昭和 25年 11月 16 日政令第 338 号） 
・建築物の構造関係技術基準解説書（平成 19 年、日本建築防災協会） 

建築物 

・建築基準法（昭和 25年 5月 24 日法律第 201 号） 
・建築基準法施行令（昭和 25年 11月 16 日政令第 338 号） 
・官庁施設の総合耐震計画基準及び同解説（平成 8 年、国土交通省） 
・建築設備耐震設計・施工指針（平成 17 年、日本建築センター） 

薬品類・燃料等 
貯蔵設備 

・消防法(昭和 23 年 7 月 24 日法律第 186 号) 
・毒物及び劇物取締法 (昭和 25 年 12 月 28 日法律第 303 号) 

高圧ガス貯蔵設備 ・高圧ガス保安法(昭和 26 年 6 月 7 日法律第 204 号) 
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2.3 設計地震動 

１．レベル１地震動及びレベル２地震動は、原則として、建設地点周辺の地震活動

度、震源特性、震源から建設地点までの地震動の伝播・増幅特性等を考慮し、適切に

設定する。 

２．レベル１地震動及びレベル２地震動は、地表面又は工学的基盤面で設定する。 

３．レベル１地震動及びレベル２地震動は、加速度時刻歴波形又は応答スペクトルで

表現する。 

 

〔解説〕 

 

（略） 

2)レベル 1地震動の設定方法 

 レベル 1地震動とは工業用水道施設の耐震設計に用いる入力地震動であり、「2.2.3 

耐震設計の原則」で定義した。耐震指針では、従来の方法によりレベル１地震動を設定

する場合と、経済性照査を用いてレベル１地震動を設定する場合の二つの手法を考慮し

た。 

 表 2.4 に、工業用水道施設の耐震設計において、レベル１地震動を従来の方法により

設定する場合と、経済性照査を用いて設定する場合の設定方法を示す。 

 一般的な工業用水道施設の耐震設計においては、従来の方法を用いてレベル１地震動

を設定することを基本とするが、耐震化事業の最適化を詳細に検討する場合には、経済

性照査を用いて、レベル１地震動を設定するものとする。 

 

表 2.4 レベル１地震動の設定方法 

設定方法 設計地震動 

従来の方法を用

いて設定する場

合 

静的解析では、建設地点の地盤条件及び構造物の固有周期を用い、「水道耐震

工法指針（2009 年版）」に示す設計震度を用いる。 

動的解析では、「水道耐震工法指針（2009 年版）」に示す設計震度にスペクト

ルフィッテイングした加速度時刻歴波形を用いてよい。詳細は「水道耐震工法指

針（2022 年版）」を参考として設定すること。 

経済性照査を用

いて設定する場

合 

「水道耐震工法指針（2022 年版）」を参考として設定する。 

 

3)レベル 2地震動の設定方法 

 レベル 2 地震動とは工業用水道施設の耐震設計に用いる入力地震動であり、耐震指針

では、「2.2.3 耐震設計の原則」で定義した「当該施設の設置地点において発生すると想

定される地震動のうち、最大規模の強さを有するもの」である。 

 

2.3 設計地震動 

１．レベル１地震動及びレベル２地震動は、原則として、建設地点周辺の地震活動

度、震源特性、震源から建設地点までの地震動の伝播・増幅特性等を考慮し、適切に

設定する。 

２．レベル１地震動及びレベル２地震動は、地表面又は工学的基盤面で設定する。 

３．レベル１地震動及びレベル２地震動は、時刻歴加速度波形又は応答スペクトルで

表現する。 

 

〔解説〕 

 

（略） 

2)レベル 1 地震動の設定方法 

 レベル 1 地震動とは工業用水道施設の耐震設計に用いる入力地震動であり、「2.2.1 

耐震設計の原則」で定義した。耐震指針では、従来の方法によりレベル１地震動を設定

する場合と、経済性照査を用いてレベル１地震動を設定する場合の二つの手法を考慮し

た。 

 表 2.7 に、工業用水道施設の耐震設計において、レベル１地震動を従来の方法により

設定する場合と、経済性照査を用いて設定する場合の設定方法を示す。 

 一般的な工業用水道施設の耐震設計においては、従来の方法を用いてレベル１地震動

を設定することを基本とするが、耐震化事業の最適化を詳細に検討する場合には、経済

性照査を用いて、レベル１地震動を設定するものとする。 

 

表 2.7 レベル１地震動の設定方法 

設定方法 設計地震動 

従来の方法を用

いて設定する場

合 

静的解析では、建設地点の地盤条件及び構造物の固有周期を用い、資料編－１

に示す設計震度を用いる。 

動的解析では、資料編-1に示す設計震度にスペクトルフィッテイングした時

刻歴加速度波形を用いてよい。詳細は「日本水道協会：水道施設耐震工法指針・

解説、2009 年版」を参考として設定すること。 

経済性照査を用

いて設定する場

合 

「日本水道協会：水道施設耐震工法指針・解説、2009 年版」を参考として設定

する。 

 

3)レベル 2 地震動の設定方法 

 レベル 2 地震動とは工業用水道施設の耐震設計に用いる入力地震動であり、耐震指針

では、「2.2.1 耐震設計の原則」で定義した「当該施設の設置地点において発生すると想

定される地震動のうち、最大規模の強さを有するもの」である。 
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（略） 

 

 なお、耐震設計に用いるレベル 2地震動は、複数の想定地震動の中から選定すること

が基本となるが、各想定地震動により地震動の強さ、周期特性が異なるので、耐震設計

に用いるレベル 2地震動は、必ずしも 1つのみ設定するのではなく、複数の地震動を設

定してもよい。 

特に、動的解析に用いる入力地震動は周期特性の異なる複数の地震動の時刻歴波形を用

いなければならない。 

表 2.5 に、工業用水道施設の耐震設計において、動的解析及び静的解析に用いるレベル

2地震動の設定方法を示す。設定方法は、方法 1～4まであるが、方法 1～3により設定

することを原則とする。なお、方法 4を使う場合の解析方法は震度法によるものとする

（水道耐震工法指針 （1997 年版）の考え方とする）。 

設定方法の詳細、標準的な設計震度等は、「参考資料 3-1」及び「水道耐震工法指針

（2022 年版）」を参照のこと。 

 

表 2.5 レベル２地震動の設定方法 

設定方法 

方法１ 震源断層を想定した地震動評価を行い、当該地点での地震動を使用する。 

方法 2 地域防災計画等の想定地震動を使用する。 

方法 3 
当該地点と同様な地盤条件（地盤種別）の地表面における強震記録の中で、震度 6強～

震度 7の記録を用いる。 

方法４ 兵庫県南部地震の観測記録を基に設定された設計震度、設計応答スペクトル。 

水道耐震工法指針（2022 年版）本編 表-3.3.2、p.45 の抜粋 

 

２．について；入力地震動は地表面あるいは工学的基盤面で設定する。なお、工学的基

盤面の入力地震動を地表面の加速度時刻歴波形から設定する場合には、地表面の加速度

時刻歴波形を一次元地盤応答解析等により工学的基盤面に引き戻し、その波形を工学的

基盤面に入力する。 

工学的基盤面は、対象地点に共通する広がりを持ち、十分堅固で、表層地盤のせん断弾

性波速度に比べて十分に大きい地盤の上面を想定する。工学的基盤面は N値 50 以上又は

せん断弾性波速度が概ね 300m/s 以上の連続した地層の上面としてもよい。ただし、詳細

な地盤調査結果がある場合には、適切に工学的基盤面を設定することが可能であり、

個々の地点の地盤特性を勘案して判断する必要がある。 

また、工学的基盤面と地盤の支持層は一致するときもあるが、構造物の荷重条件等によ

り強度や深さが異なるため、個々の条件に応じた評価が必要である。 

 

３．について：入力地震動は加速度時刻歴波形あるいは応答スペクトルで表現する。構

造物及び解析手法別に用いる入力地震動の表現方法を表 2.6 に示す。 

（略） 

 

 なお、耐震設計に用いるレベル 2地震動は、複数の想定地震動の中から選定すること

が基本となるが、各想定地震動により地震動の強さ、周期特性が異なるので、耐震設計

に用いるレベル 2地震動は、複数の地震動を設定してもよい。 

 

 

 

表 2.8 に、工業用水道施設の耐震設計において、動的解析及び静的解析に用いるレベル

2地震動の設定方法を示す。 

 

 

設定方法の詳細、標準的な設計震度等は、「参考資料 3-1」及び「水道施設耐震工法指

針・解説（2009 年、日本水道協会）」を参照のこと。 

 

表 2.8 レベル２地震動の設定方法 

設定方法 

方法１ 震源断層を想定した地震動評価を行い、当該地点での地震動を使用する。 

方法 2 地域防災計画等の想定地震動を使用する。 

方法 3 
当該地点と同様な地盤条件（地盤種別）の地表面における強震記録の中で、震度 6強～

震度 7の記録を用いる。 

方法４ 兵庫県南部地震の観測記録を基に設定された設計震度、設計応答スペクトル。 

水道耐震工法指針総論 表-2.4.2、p.39 の抜粋 

 

２．について；入力地震動は地表面あるいは基盤面（工学的基盤面）で設定する。な

お、工学的基盤面の入力地震動を地表面の時刻歴加速度波形から設定する場合には、地

表面の時刻歴加速度波形を一次元地盤応答解析等により工学的基盤面に引き戻し、その

波形を工学的基盤面に入力する。 

工学的基盤面は、対象地点に共通する広がりを持ち、十分堅固で、表層地盤のせん断弾

性波速度に比べて十分に大きい地盤の上面を想定する。便宜上 N値 50 以上、せん断弾性

波速度が概ね 300m/s 以上の連続した地層の上面としてもよい。ただし、詳細な地盤調査

結果がある場合には、適切に工学的基盤面を設定することが可能であり、個々の地点の

地盤特性を勘案して判断する必要がある。 

 

 

 

３．について：入力地震動は時刻歴加速度波形あるいは応答スペクトルで表現する。構

造物及び解析手法別に用いる入力地震動の表現方法を表 2.9 に示す。 
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表 2.6 構造物及び解析手法別の入力地震動の表現方法 

構造物の分類 動的解析 静的解析 

埋設管路 加速度時刻歴波形 
速度応答スペクトル 

設計震度 

池状構造物 

地上 
加速度時刻歴波形 

加速度応答スペクトル 

加速度応答スペクトル 

設計震度 

地中 加速度時刻歴波形 

加速度応答スペクトル 

速度応答スペクトル 

設計震度 

立坑・シールド・共同溝 加速度時刻歴波形 
速度応答スペクトル 

設計震度 

水管橋 
加速度時刻歴波形 

加速度応答スペクトル 

加速度応答スペクトル 

設計震度 

水道耐震工法指針（2022 年版）本編 表-3.3.3、p.47 より転載 

 

2.4 性能の照査の原則 

1. 性能の照査に当たっては、工業用水道施設の要求性能に対する限界状態に基づ

き、施設分類ごとに限界状態を適切に設定する。なお、設定に当たっては「水道耐震

工法指針（2022 年版）」を参照する。 

2. 性能の照査は、設計地震動によって生じる各部材の状態が、１．の規定により設

定した限界状態を超えないことを照査することにより行う。性能の照査方法は「2.5

耐震計算法の選択」の規定による。 

 

〔解説〕 

１．について；工業用水道施設の性能には、「2.2.3 耐震設計の原則」で規定される 4つ

の要求性能と、それに対する 3段階の限界状態があり、対象地震動と重要度の区分によ

り施設別に適切に設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．について；性能の照査は、設計地震動によって工業用水道施設の各部材の状態が

１．の規定により設定した当該部材の限界状態を超えないことを照査することにより行

表 2.9 構造物及び解析手法別の入力地震動の表現方法 

構造物の分類 動的解析 静的解析 

埋設管路 時刻歴加速度波形 
速度応答スペクトル 

設計震度 

池状構造物 

地上 
時刻歴加速度波形 

加速度応答スペクトル 
加速度応答スペクトル 

設計震度 

地中 時刻歴加速度波形 

加速度応答スペクトル 

速度応答スペクトル 

設計震度 

立坑・シールド・共同溝 時刻歴加速度波形 
速度応答スペクトル 

設計震度 

水管橋 
時刻歴加速度波形 

加速度応答スペクトル 

加速度応答スペクトル 

設計震度 

水道耐震工法指針総論 表-2.4.3、p.40 より転載 

 

2.4 耐震性能の照査の原則 

1. 耐震性能の照査にあたっては、工業用水道施設の耐震性能に対する限界状態に基

づき、各部材の限界状態を適切に設定する。 

 

2. 耐震性能の照査は、設計地震動によって生じる各部材の状態が、１．の規定によ

り設定した当該部材の限界状態を超えないことを照査することにより行う。耐震性能

の照査方法は「2.5 耐震計算法の選択」の規定による。 

 

〔解説〕 

１．について；工業用水道施設の耐震性能には、「2.2.1 耐震設計の原則」で規定される

３段階の性能があり、対象地震動と重要度の区分により施設別に適切に設定する。 

 各耐震性能に対する限界状態は以下のとおりとする。 

(1)耐震性能１に対する限界状態は、地震によって工業用水道施設の力学的特性が弾性域

を超えない範囲で適切に定めるものとする。 

(2)耐震性能２に対する限界状態は、地震によって工業用水道施設の部材に塑性変形が生

じるが、施設に重大な影響を与えず、かつ必要とする修復が軽微なものにとどまる範囲

で適切に定めるものとする。 

(3)耐震性能３に対する限界状態は、地震によって工業用水道施設の部材に塑性変形が生

じるが、施設に重大な影響を与えず、かつ修復が行える範囲で適切に定めるものとす

る。 

 

２．について；耐震性能の照査は、設計地震動によって工業用水道施設の各部材の状態

が１．の規定により設定した当該部材の限界状態を超えないことを照査することにより
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うことを規定したものである。 

 

2.5 耐震計算法の選択 

1. 耐震計算法は、工業用水道施設の構造特性、地盤特性、設置条件により、適切な手

法を適用する。 

 

〔解説〕 

１．について；施設分類別の基本とする耐震計算法を表 2.7 に示す。工業用水道施設は

小規模な施設が少なく、数万 m3／日以上の処理能力を有する施設が多い。池状構造物及

び高架水槽については、地震時挙動の再現性が高い動的解析を用いることを基本とす

る。ただし、施設規模や地盤条件、構造形式などから震度法等の静的解析を用いても良

い。 

 水管橋や埋設管路等においても表 2.7 に示す施設の構造特性、地盤特性、設置条件に

より適切な手法を適用しなければならない。 

 

 

表 2.7 施設分類別の基本とする計算法と準拠指針 

施設分類 基本とする計算法 準拠指針等 

埋設管路 応答変位法 水道耐震工法指針（2022 年版）本編（4.1 節） 

立坑、暗渠、共同

溝、シールドトン

ネル 

応答変位法 水道耐震工法指針（2022 年版）本編（4.2～4.4

節） 

池状コンクリート

構造物 

動的解析 

（小規模：静的解析） 
水道耐震工法指針（2022 年版）本編（4.5 節） 

地上水槽 

動的解析を基本 

（高架水槽：動的解

析） 

水道耐震工法指針（2022 年版）本編（4.6、4.7

節） 

水道用プレストレストコンクリートタンク設計施工

指針・解説 

WSP 鋼製配水池設計指針 

水管橋及び水路橋 動的解析を基本 

水道耐震工法指針（2022 年版）本編（4.8 節） 

WSP 水管橋設計基準（耐震設計編） 

道路橋示方書・同解説Ⅳ 下部構造編 

道路橋示方書・同解説 V 耐震設計編 

建築物 震度法 

水道耐震工法指針（2022 年版）本編（4.9 節） 

建築基準法等の法令 

官庁施設の総合耐震計画基準 

基礎構造物（建築

物以外） 
震度法 

道路橋示方書Ⅳ 下部構造編 

※地盤種別、液状化判定についても水道耐震工法指針（2022 年版）に準拠することを基本とする。 

 

 

行うことを規定したものである。 

 

2.5 耐震計算法の選択 

1. 耐震計算法は、工業用水道施設の構造特性、地盤特性、設置条件により、適切な手

法を適用する。 

 

〔解説〕 

１．について；施設分類別の基本とする耐震計算法を表 2.10 に示す。工業用水道施設

は小規模な施設が少なく、数万 m3／日以上の処理能力を有する施設が多い。池状構造物

及び高架水槽については、地震時挙動の再現性が高い動的解析を用いることを基本とす

る。ただし、施設規模や地盤条件、構造形式などから震度法等の静的解析を用いても良

い。 

 水管橋や埋設管路等においても表 2.10 に示す耐震計算法は施設別の基本とする計算

法であり、施設の構造特性、地盤特性、設置条件により適切な手法を適用しなければな

らない。 

 

表 2.10 施設分類別の基本とする計算法と準拠指針 

施設分類 基本とする計算法 準拠指針等 

埋設管路 応答変位法 水道施設耐震工法指針・解説 総論（3.2 節） 

立坑、暗渠、共同

溝、シールド 

応答変位法 水道施設耐震工法指針・解説 総論（3.3 節） 

池状構造物 
動的解析 

（小規模：静的解析） 
水道施設耐震工法指針・解説 総論（3.4 節） 

地上水槽 

震度法 

（高架水槽：動的解

析） 

水道施設耐震工法指針・解説 総論（3.4 節） 

水道用プレストレストコンクリートタンク設計施工

指針・解説 

WSP 鋼製配水池設計指針 

水管橋及び水路橋 震度法 

水道施設耐震工法指針・解説 総論（3.5 節） 

WSP 水管橋設計基準（耐震設計編） 

道路橋示方書・同解説Ⅳ 下部構造編 

道路橋示方書・同解説 V 耐震設計編 

建築物 震度法 

水道施設耐震工法指針・解説 総論（3.6 節） 

建築基準法等の法令 

官庁施設の総合耐震計画基準 

基礎構造物（建築

物以外） 
震度法 

道路橋示方書Ⅳ 下部構造編 

※地盤種別、液状化判定についても水道施設耐震工法指針・解説に準拠することを基本とする。 
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3 章 対策方法 

 
図 3.1 工業用水道における地震対策  

(国土交通省：水道の耐震化計画等策定指針の図-5に加筆) 

 

 

 

 

 

 

3 章 対策方法 

 

図 3.1 工業用水道における地震対策 

(厚生労働省：水道の耐震化計画等策定指針の図-5に加筆) 

 

 

 

 

 

 

 
 

地震対策 

施設耐震化対策 

応急対策 

耐津波対策 

被害発生の抑制 

(耐震化) 

復旧の迅速化 

(応急復旧対

策) 

 影響の最小化 

施設等の耐震化 

管路の耐震化 

危機管理体制 

の強化 

・浸水対策 

・津波波力への対策 

・浮力対策 

・洗掘対策 

・初動体制の整備 

・受援体制等の整備 

・関係機関・住民との連携 

 

・復旧作業人員の確保 

・復旧資機材の確保 

・情報管理システム等の整備 

・監視制御設備の確保 

・系統連絡管等の整備 

・複数系統配管、連絡管、 

ループ管等の整備 

・配水ブロック化、 

バルブ適正配置 

・水源の耐震化 

・構造物等の耐震化 

・設備の耐震化 

・管路の耐震化 

・管路付属設備の耐震化 

・水管橋等の耐震化 

施設のバックアップ

機能の強化 

・施設の複数化 

・浄水の確保 

・停電対策 

管路のバックアップ

機能の強化 

二次災害の防止 

・構造物、地盤対策 

・薬品注入設備対策 

・斜面配管対策 

・消火用水の確保 

応急復旧の迅速化 

情報管理設備の整備 

応急復旧体制の整備 

・復旧優先順位の設定 

活動体制の整備 

情報連絡体制の整備 

情報連絡体制の整備 

・通信設備、情報連絡体制の整備 

・広報・広聴体制の整備 

・BCP、応急活動マニュアルの策定 

・防災訓練の実施 

 

地震対策 

施設耐震化対策 

応急対策 

耐津波対策 

被害発生の抑制 

復旧の迅速化 

 影響の最小化 

施設等の耐震化 

管路施設の耐震化 

非常用電源設備と非常用水の確保 

・浸水対策 

・津波波力への対策 

・浮力対策 

・洗掘対策 

・非常用電源設備の整備 

・燃料の確保 

・非常用水の確保 

 

・作業力の確保 

・救援隊への対応 

・資機材の備蓄と資機材の融通 

・施設へのアクセス確保 

・緊急措置 

・応急復旧の実施 
 （復旧作業用水の確保） 

・バルブの整備 

・バルブの操作 

・施設の耐震化 

・構造物等の耐震化 

・機械・電気施設等の耐震化 

・管路の耐震化 

・管路付属設備の耐震化 

・特殊形態管路の耐震化 

管路システムの整備

震化 

・バックアップ施設の整備 

バルブの設置と操作 

二次災害の防止 ・斜面崩壊対策 

情報の収集と広報 

応急復旧の迅速化 

作業力の確保と 
応援の受け入れ態勢 

・被害箇所の特定 

・ユーザー企業への連絡 
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3.1 施設耐震化対策 

3.1.1 新設構造物の耐震化 

 

（略） 

 

〔解説〕 

1．について；過去の地震による構造物の被害は、液状化や斜面崩壊等の地盤変状に起因

した事例が多く報告されている。構造物を新設する場合には、軟弱地盤や埋立地、斜面

等の地盤に建設することを避けることを原則とする。やむを得ず軟弱地盤等に建設する

場合には、十分に地盤調査を行い、適切な基礎形式の選定や地盤改良等による対策を講

じる必要がある。なお、耐震設計で必要となる地盤調査は、「水道耐震工法指針（2022

年版）」を参照のこと。 

 

２．について；新設構造物の設計に用いる耐震計算法は、対象構造物の構造特性、地盤特

性に適した解析手法を用いる必要がある。施設分類毎の基本的な耐震計算法は、耐震指針

の表 2.7 で整理しているので、これに準ずることを原則とする。ただし、表 2.7 は一般

的な条件を対象としているので、施設規模や構造物・地盤条件等に応じて、適切な手法を

選定すること。 

 

3.1.2 既設構造物の耐震化 

 

（略） 

〔解説〕 

1．について；既設構造物の耐震化では、現状の性能を評価するために、耐震診断を実施

する。耐震診断は、簡易な一次診断と詳細な構造解析に基づく二次診断に分類される。

一次診断とは、施設の設計・建設年次、適用基準類、地形・地盤条件、構造特性などに

着目して、竣工図、設計図書、過去の地震被害事例や類似施設の詳細診断結果などか

ら、定性的に性能の評価を行うものである。 

 

 

二次診断とは、対象構造物の構造特性、地盤特性に適した解析手法を用いて、構造解析

を行い、構造物の性能を照査するものである。性能の照査の条件設定については、耐震指

針の第 2章に準じて実施することを原則とする。二次診断の結果、所定の性能が確保され

ていないことが、明らかとなった場合、補強対策を検討し、適切な補強工法を選定する。 

 

表 3.1 に、池状構造物の耐震補強工事で用いられる一般的な補強工法を示す。この他に

も荷重低減（運用水位の低下、上載荷重の低減）や、伸縮目地(EXP.J)の補強、埋設管路

との接続部の補強が挙げられる。その他の対策方法や補強事例については、「水道耐震工

3.1 施設耐震化対策 

3.1.1 新設構造物の耐震化 

 

（略） 

 

〔解説〕 

1．について；過去の地震による構造物の被害は、液状化や斜面崩壊等の地盤変状に起因

した事例が多く報告されている。構造物を新設する場合には、軟弱地盤や埋立地、斜面

等の地盤に建設することを避けることを原則とする。やむを得ず軟弱地盤等に建設する

場合には、十分に地盤調査を行い、適切な基礎形式の選定や地盤改良等による対策を講

じる必要がある。なお、耐震設計で必要となる地質調査は、「水道施設耐震工法指針・解

説 総論（2009 年、日本水道協会）」を参照のこと。 

 

２．について；新設構造物の設計に用いる耐震計算法は、対象構造物の構造特性、地盤特

性に適した解析手法を用いる必要がある。施設分類毎の基本的な耐震計算法は、耐震指針

の表 2.10 で整理しているので、これに準ずることを原則とする。ただし、表 2.10 は一

般的な条件を対象としているので、施設規模や構造物・地盤条件等に応じて、適切な手法

を選定すること。 

 

3.1.2 既設構造物の耐震化 

 

（略） 

〔解説〕 

1．について；既設構造物の耐震化では、現状の耐震性能を評価するために、耐震診断を

実施する。耐震診断は、簡易な一次診断と詳細な構造解析に基づく二次診断に分類され

る。一次診断とは、施設の設計・建設年次、適用基準類、地形・地盤条件、構造特性な

どに着目して、竣工図、設計図書、過去の地震被害事例や類似施設の詳細診断結果など

から、定性的に耐震性能の評価を行うものである。一次診断の詳細については、「水道施

設耐震工法指針・解説、総論 4.5 耐震診断・補強（2009 年、日本水道協会）」等を参考

にすること。 

二次診断とは、対象構造物の構造特性、地盤特性に適した解析手法を用いて、構造解析

を行い、構造物の耐震性能を照査するものである。耐震性能の照査の条件設定について

は、耐震指針の第 2章に準じて実施することを原則とする。二次診断の結果、所定の耐震

性能が確保されていないことが、明らかとなった場合、補強対策を検討し、適切な補強工

法を選定する。 

表 3.1 に、池状構造物の耐震補強工事で用いられる一般的な補強工法を示す。この他に

も荷重低減（運用水位の低下、上載荷重の低減）や、伸縮目地(EXP.J)の補強、埋設管路

との接続部の補強が挙げられる。その他の対策方法や補強事例については、「水道施設耐
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法指針（2009 年版）各論」に紹介されているので、参照すること。 

 

 

（略） 

 

3.1.3 管路の耐震化 

1. 新設管路は、耐震管を用いることを原則とする。 

2. 既設管路は、耐震管への布設替え、あるいは更生工法を用いて耐震性を高めることを

原則とする。 

3. 管路付属設備は、老朽化した空気弁等を計画的に取替えすることを推奨する。 

 

〔解説〕 

１．について；新設管路は、耐震管を用いることを原則とする。ただし、重要度がラン

ク Bに該当する排泥管路については、この限りではない。なお、耐震指針の「耐震管」

とは、「管路の耐震化に関する検討会報告書（平成 19 年 3 月、厚生労働省）」に準拠する

ものとし、ダクタイル鋳鉄管（S形、SⅡ形、NS 形）、溶接鋼管とする。 

なお、ダクタイル鋳鉄管 GX 形は、NS 形と同程度の耐震性を有するものと判断してよ

い。また、溶着継手を有するポリエチレン管の採用については、厚生労働省の報告書等

を参考にし、各事業者において判断すること。 

 

表 3.2 管種、継手ごとの耐震適合性 

管種・継手 

ランク B の管路が備える

べき耐震性 
ランク A1、ランク A2 の 

管路が備えるべき耐震性 
レベル１地震動に対し

て、生ずる損傷が軽微で

あって、機能に重大な影

響を及ぼさないこと 

レベル１地震動に対し

て、健全な機能を損なわ

ないこと 

レベル２地震動に対し

て、生ずる損傷が軽微で

あって、機能に重大な影

響を及ぼさないこと 
ダクタイル鋳鉄管 

（NS 形継手等） 
○ ○ Ｏ 

ダクタイル鋳鉄管 

（Ｋ形継手等） 
○ ○ 注 1） 

ダクタイル鋳鉄管 

（Ａ形継手等） 
○ △ × 

鋳鉄管 × × × 
鋼管（溶接継手） ○ ○ ○ 

水道配水用ポリエチレ

ン管 

（融着継手）注２） 
○ ○ 注 3） 

石綿管 × × × 

注 1)ダクタイル鋳鉄管（Ｋ形継手等）は、埋立地など悪い地盤において一部被害はみられたが、岩

盤・洪積層などにおいて、低い被害率を示していることから、良い地盤においてはランク A1、ラン

ク A2の管路が備えるべきレベル２地震動に対する耐震性を満たすものと整理することができる。 

震工法指針・解説 各論（2009 年、日本水道協会）」に紹介されているので、参照するこ

と。 

 

（略） 

 

3.1.3 管路の耐震化 

1. 新設管路は、耐震管を用いることを原則とする。 

2. 既設管路は、耐震管への布設替え、あるいは更生工法を用いて耐震性能を高めること

を原則とする。 

3. 管路付属設備は、老朽化した空気弁等を計画的に取替えすることを推奨する。 

 

〔解説〕 

１．について；新設管路は、耐震管を用いることを原則とする。ただし、重要度がラン

ク Bに該当する排泥管路については、この限りではない。なお、耐震指針の「耐震管」

とは、「管路の耐震化に関する検討会報告書（平成 19 年 3 月、厚生労働省）」に準拠する

ものとし、ダクタイル鋳鉄管（S形、SⅡ形、NS 形）、溶接鋼管とする。 

なお、ダクタイル鋳鉄管 GX 形は、NS 形と同程度の耐震性能を有するものと判断して

よい。また、溶着継手を有するポリエチレン管の採用については、厚生労働省の報告書

等を参考にし、各事業者において判断すること。 

 

表 3.2 管種、継手ごとの耐震適合性 

管種・継手 

ランク B の管路が備える

べき耐震性能 
ランク A1、ランク A2 の 

管路が備えるべき耐震性能 

レベル１地震動 

（耐震性能２） 
レベル１地震動 

（耐震性能１） 
レベル２地震動 

（耐震性能２） 

ダクタイル鋳鉄管 

（NS 形継手等） 
○ ○ Ｏ 

ダクタイル鋳鉄管 

（Ｋ形継手等） 
○ ○ 注 1） 

ダクタイル鋳鉄管 

（Ａ形継手等） 
○ △ × 

鋳鉄管 × × × 
鋼管（溶接継手） ○ ○ ○ 

水道配水用ポリエチレ

ン管 

（融着継手）注２） 
○ ○ 注 3） 

石綿管 × × × 

注 1)ダクタイル鋳鉄管（Ｋ形継手等）は、埋立地など悪い地盤において一部被害はみられたが、岩

盤・洪積層などにおいて、低い被害率を示していることから、良い地盤においてはランク A1、ラン

ク A2の管路が備えるべきレベル２地震動に対する耐震性能を満たすものと整理することができる。 
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注 2）水道配水用ポリエチレン管（融着継手）の使用期間が短く、被災経験が十分ではないことか

ら、十分に耐震性が検証されるには未だ時間を要すると考えられる。 

注 3）水道配水用ポリエチレン管（融着継手）は、良い地盤におけるレベル２地震（新潟県中越地

震）で被害がなかった（フランジ継手部においては被害があった）が、布設延長が十分に長いとは言

えないこと、悪い地盤における被災経験がないことから、耐震性が検証されるには未だ時間を要する

と考えられる。 

備考）○ ：耐震適合性あり 

   × ：耐震適合性なし 

   △ ：被害率が比較的に低いが、明確に耐震適合性ありとし難いもの 

「管路の耐震化に関する検討会報告書（平成 26年 6 月、平成 25 年度管路の耐震化に関する検討会委

員 ）」の表現を一部修正して作成 

 

２．について；既設管路の耐震化工法は、布設替工法と更生工法に分類される。布設替

工法は、新設管路と同様な条件とし、耐震管を採用することを原則とする。 

更生工法には、経年劣化に対する管路更生が主目的である工法が多いため、更生後に

耐震性の向上が図れない工法もある。更生工法の適用においては、更生後の耐震性の評

価を十分に踏まえ、適切な工法を採用する必要がある。 

 

３．について ；「2011 年東北地方太平洋沖地震に係る工業用水道施設の被災状況調査（平

成 24 年 3 月、（一社）日本工業用水協会）」（以下、2011 年工業用水道被災状況調査）に

よると、東日本大震災においては、工業用水道施設の空気弁の被害が顕著であり、宮城県

では全体で被害率が 18％に達していた。 

また、「平成 23 年(2011 年)東日本大震災における管本体と管路付属設備の被害調査報告

書（平成 24 年 9 月、（公社）日本水道協会）」によると、水道においても空気弁の被害が

多く報告されているが、仕切弁と消火栓の被害率は、空気弁の被害率に比べてかなり小さ

い。同報告書によると、空気弁の被害形態は、「本体(各部品)の破損」が 33.1%で一番多

く、「フロート弁体に異物がつまったことによる漏水」が 29.1%、「フランジ部からの漏水」

が 22.3%、「Ｔ字管の折損」が 0.7％、「被害形態不明」が 14.9％であった。 

このような被災経験を踏まえ、空気弁の被害の軽減を図るために、定期的に点検するとと

もに、計画的な取替えを推奨する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 2）水道配水用ポリエチレン管（融着継手）の使用期間が短く、被災経験が十分ではないことか

ら、十分に耐震性能が検証されるには未だ時間を要すると考えられる。 

注 3）水道配水用ポリエチレン管（融着継手）は、良い地盤におけるレベル２地震（新潟県中越地

震）で被害がなかった（フランジ継手部においては被害があった）が、布設延長が十分に長いとは言

えないこと、悪い地盤における被災経験がないことから、耐震性能が検証されるには未だ時間を要す

ると考えられる。 

備考）○ ：耐震適合性あり 

   × ：耐震適合性なし 

   △ ：被害率が比較的に低いが、明確に耐震適合性ありとし難いもの 

「管路の耐震化に関する検討会報告書（平成 19年 3 月、厚生労働省）」の表現を一部修正して作成 

 

 

２．について；既設管路の耐震化工法は、布設替工法と更生工法に分類される。布設替

工法は、新設管路と同様な条件とし、耐震管を採用することを原則とする。 

更生工法には、経年劣化に対する管路更生が主目的である工法が多いため、更生後に

耐震性能の向上が図れない工法もある。更生工法の適用においては、更生後の耐震性能

の評価を十分に踏まえ、適切な工法を採用する必要がある。 

 

３．について ；「2011 年東北地方太平洋沖地震に係る工業用水道施設の被災状況調査（平

成 24 年 3 月、日本工業用水協会）」（以下、2011 年工業用水道被災状況調査）によると、

東日本大震災においては、工業用水道施設の空気弁の被害が顕著であり、宮城県では全体

で被害率が 18％に達していた。 

また、「平成 23 年(2011 年)東日本大震災における管本体と管路付属設備の被害調査報告

書（平成 24 年 9 月、日本水道協会）」によると、水道においても空気弁の被害が多く報告

されているが、仕切弁と消火栓の被害率は、空気弁の被害率に比べてかなり小さい。同報

告書によると、空気弁の被害形態は、「本体(各部品)の破損」が 33.1%で一番多く、「フロ

ート弁体に異物がつまったことによる漏水」が 29.1%、「フランジ部からの漏水」が 22.3%、

「Ｔ字管の折損」が 0.7％、「被害形態不明」が 14.9％であった。 

このような被災経験を踏まえ、空気弁の被害の軽減を図るために、定期的に点検するとと

もに、計画的な取替えを推奨する。 
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3.1.4 耐震化の優先順位 

1. 耐震化の優先順位は、現況の構造物・管路の性能の照査結果を踏まえ、施設重要度、

影響度から決定することを原則とする。 

2. 構造物に付属する機械設備や、構造物内に設置された電気設備等の更新計画との整合

を図りながら、構造物の耐震化を計画する。 

 

〔解説〕 

１．について；耐震化の優先順位は、現況の構造物・管路の性能の照査結果を踏まえ、

施設重要度、影響度（第 2編 施設更新指針参照）から決定することを原則とする。優

先順位の決定手法の一つとして、地震リスクマネジメントを取入れた手法がある。これ

は、システム全体の地震被災後の「復旧期間」を求めるとともに、システムの各構成要

素の脆弱性とシステムに与える影響を評価し、耐震化優先度を合理的に決定できる手法

である（参考資料-3）。 

 

（略） 

 

3.2 応急対策 

3.2.1 情報の収集とユーザー企業への連絡 

 

（略） 

 

3.2.2 作業力の確保と応援の受け入れ体制整備 

1．工業用水道事業者は被災時対応のために、職員 OB 等の協力を得られる体制を整えて

おく必要がある。さらに、危機管理マニュアルや BCP （事業継続計画）を整備するとと

もに、組織的に復旧作業の実務研修や防災訓練を実施する必要がある。 

2．地震等の災害が発生し、事業者間で相互応援する場合には、「工業用水道事業における

災害相互応援に関する基本的ルール（平成 24 年 5 月、 （一社）日本工業用水協会）」に

従うことを原則とする。 

 

（略） 

 

２．について； （一社）日本工業用水協会では、東日本大震災の教訓を踏まえ、「工業用

水道事業における災害相互応援に関する基本的ルール」（以下、相互応援の基本的ルー

ル）を定めている。相互応援の基本的ルールは、地震等により、独自では十分に応急措

置等が実施できない場合に、被災事業者が速やかに供給を回復できるよう、被災してい

ない他の工業用水道事業者（以下、応援事業者）が行う応援活動等を円滑に遂行するた

め、必要な基本的事項について定めたものである。 

3.1.4 耐震化の優先順位 

1. 耐震化の優先順位は、現況の構造物・管路の耐震性能の照査結果を踏まえ、施設重要

度、影響度から決定することを原則とする。 

2. 構造物に付属する機械設備や、構造物内に設置された電気設備等の更新計画との整合

を図りながら、構造物の耐震化を計画する。 

 

〔解説〕 

１．について；耐震化の優先順位は、現況の構造物・管路の耐震性能の照査結果を踏ま

え、施設重要度、影響度（第 2編 施設更新指針参照）から決定することを原則とす

る。優先順位の決定手法の一つとして、地震リスクマネジメントを取入れた手法があ

る。これは、システム全体の地震被災後の「復旧期間」を求めるとともに、システムの

各構成要素の脆弱性とシステムに与える影響を評価し、耐震化優先度を合理的に決定で

きる手法である（参考資料-3）。 

 

（略） 

 

3.2 応急対策 

3.2.1 情報の収集とユーザー企業への連絡 

 

（略） 

 

3.2.2 作業力の確保と応援の受け入れ体制整備 

1．工業用水道事業者は被災時対応のために、職員 OB 等の協力を得られる体制を整えて

おく必要がある。さらに、危機管理マニュアルや BCP （事業継続計画）を整備するとと

もに、組織的に復旧作業の実務研修や防災訓練を実施する必要がある。 

2．地震等の災害が発生し、事業者間で相互応援する場合には、「工業用水道事業における

災害相互応援に関する基本的ルール（平成 24 年 5 月、日本工業用水協会）」に従うこ

とを原則とする。 

 

（略） 

 

２．について；日本工業用水協会では、東日本大震災の教訓を踏まえ、「工業用水道事業

における災害相互応援に関する基本的ルール」（以下、相互応援の基本的ルール）を定め

ている。相互応援の基本的ルールは、地震等により、独自では十分に応急措置等が実施

できない場合に、被災事業者が速やかに供給を回復できるよう、被災していない他の工

業用水道事業者（以下、応援事業者）が行う応援活動等を円滑に遂行するため、必要な

基本的事項について定めたものである。 
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なお、被災事業者における応援事業者の受入体制は、以下を基本とする（相互応援の基

本的ルール、p.11 より）。 

 

（略） 

 

3.2.3 非常用電源設備と非常用水の確保 

 

（略） 

 

２．について；工業用水道施設の耐震対策は、地震等災害発生時においてもユーザー企

業へ工業用水を供給できるように整備することが基本である。しかし、2011 年工水協被

災状況調査によると、工業用水道施設の被害のみでなく、電力供給の停止等により、工

業用水の供給を停止した事例がある。大規模地震発生時には、ユーザー企業の操業が停

止することがあるが、化学プラント、発電所等においては、工業用水の供給停止により

事故等の発生が懸念されることもある。このように、災害発生直後であっても供給停止

ができないユーザー企業に対して、工業用水の供給停止のリスクが高いと判断される場

合には、非常用水を確保することが望ましい。 

ユーザー企業付近の配水池が耐震指針で定める所定の性能を満足する場合には、非常用

水の貯留施設として位置づけてよいものとする。また、非常用水としては、他事業（水

道、農業用水等）からのバックアップの確保を検討することも有効である。 

 

（略） 

 

3.2.4 資機材の備蓄と相互融通 

1．工業用水道事業者は、物資及び資機材等の備蓄に努め、その備蓄情報を（一社）日本

工業用水協会に提供することを推奨する。地震発生時には、できる限り備蓄資機材を

相互融通することとする。 

2．広域災害による流通の停止に備え、非常用電源設備や工事車両等の燃料を確保するこ

とを推奨する。 

 

〔解説〕 

１．について；2011 年工業用水道被災状況調査によると、東日本大震災による被害では

資機材の調達に時間を要したことから、資機材の備蓄の必要性が再認識された。特に、

特殊管や大口径管は一般的に流通していないため、計画的な備蓄に努めなければならな

い。ただし、各事業者単独での備蓄には費用面・管理面等で限界があるので、事業者間

及び関係機関との間で備蓄資機材の相互融通を図る必要がある。 

東日本大震災で被災した福島県では富山県から漏水補修材の貸与を受け、復旧活動を

行った事例が報告されている。調達に期間を要する資機材等については、各工業用水道

なお、被災事業者における応援事業者の受入体制は、以下を基本とする（相互応援の基

本的ルール、p.11 より）。 

 

（略） 

 

3.2.3 非常用電源設備と非常用水の確保 

 

（略） 

 

２．について；工業用水道施設の耐震対策は、地震等災害発生時においてもユーザー企

業へ工業用水を供給できるように整備することが基本である。しかし、2011 年工水協被

災状況調査によると、工業用水道施設の被害のみでなく、電力供給の停止等により、工

業用水の供給を停止した事例がある。大規模地震発生時には、ユーザー企業の操業が停

止することがあるが、化学プラント、発電所等においては、工業用水の供給停止により

事故等の発生が懸念されることもある。このように、災害発生直後であっても供給停止

ができないユーザー企業に対して、工業用水の供給停止のリスクが高いと判断される場

合には、非常用水を確保することが望ましい。 

ユーザー企業付近の配水池が耐震指針で定める所定の耐震性能を満足する場合には、非

常用水の貯留施設として位置づけてよいものとする。また、非常用水としては、他事業

（水道、農業用水等）からのバックアップの確保を検討することも有効である。 

 

（略） 

 

3.2.4 資機材の備蓄と相互融通 

1．工業用水道事業者は、物資及び資機材等の備蓄に努め、その備蓄情報を日本工業用水

協会に提供することを推奨する。地震発生時には、できる限り備蓄資機材を相互融通

することとする。 

2．広域災害による流通の停止に備え、非常用電源設備や工事車両等の燃料を確保するこ

とを推奨する。 

 

〔解説〕 

１．について；2011 年工業用水道被災状況調査によると、東日本大震災による被害では

資機材の調達に時間を要したことから、資機材の備蓄の必要性が再認識された。特に、

特殊管や大口径管は一般的に流通していないため、計画的な備蓄に努めなければならな

い。ただし、各事業者単独での備蓄には費用面・管理面等で限界があるので、事業者間

及び関係機関との間で備蓄資機材の相互融通を図る必要がある。 

東日本大震災で被災した福島県では富山県から漏水補修材の貸与を受け、復旧活動を

行った事例が報告されている。調達に期間を要する資機材等については、各工業用水道
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事業者等が備蓄している資機材を、一時的に被災事業者へ貸与し、速やかな復旧を支え

る必要がある。（一社）日本工業用水協会では、この経験を踏まえて備蓄資機材に関する

データベースを作成している。図 3.2 に備蓄資機材融通の基本的な考え方を示す。 

 

（略） 

 

 

 

相互応援の基本的ルールより転載 

図 3.2 データベース化による備蓄資機材情報の共有 

 

3.3 耐津波対策 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業者等が備蓄している資機材を、一時的に被災事業者へ貸与し、速やかな復旧を支え

る必要がある。日本工業用水協会では、この経験を踏まえて備蓄資機材に関するデータ

ベースを作成している。図 3.2 に備蓄資機材融通の基本的な考え方を示す。 

 

（略） 

 

 

 

相互応援の基本的ルールより転載 

図 3.2 データベース化による備蓄資機材情報の共有 

 

3.3 耐津波対策 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(一社)



27 

 

改正案 現 行（平成 25 年 3 月） 

目 次 

 

1 章 総則 ...................................................................  

1.1 適用の範囲 ............................................................  

1.2 用語の定義 ............................................................  

2 章 耐震設計の基本方針 .....................................................  

2.1 地震対策の基本的考え方 ................................................  

2.2 耐震設計の基本方針 ....................................................  

2.3 設計地震動 ............................................................  

2.4 性能の照査の原則 ......................................................  

2.5 耐震計算法の選択 ......................................................  

3 章 対策方法 ...............................................................  

3.1 施設耐震化対策 ........................................................  

3.2 応急対策 ..............................................................  

3.3 耐津波対策 ............................................................  

 

 

 

目 次 

 

1 章 総則 ....................................................................  

1.1 適用の範囲 ............................................................  

1.2 用語の定義 ............................................................  

2 章 耐震設計の基本方針 ......................................................  

2.1 地震対策の基本的考え方 ................................................  

2.2 耐震設計の基本方針 ....................................................  

2.3 設計地震動 ............................................................  

2.4 耐震性能の照査の原則 ..................................................  

2.5 耐震計算法の選択 ......................................................  

3 章 対策方法 ................................................................  

3.1 施設耐震化対策 ........................................................  

3.2 応急対策 ..............................................................  

3.3 耐津波対策 ............................................................  

 

 

 


